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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の(外書)は臨時従業員の平均雇用人員であります。 

３ 第59期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 15,308 16,599 17,110 31,377 33,584

経常利益 (百万円) 2,147 2,240 2,120 4,385 4,579

中間(当期)純利益 (百万円) 1,327 1,025 1,212 2,678 2,616

純資産額 (百万円) 29,660 30,065 29,537 30,777 30,457

総資産額 (百万円) 40,115 39,919 39,817 42,143 40,166

１株当たり純資産額 (円) 909.56 928.78 921.96 943.02 943.04

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 40.90 31.75 37.88 82.30 81.24

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 40.42 31.06 37.26 80.92 79.54

自己資本比率 (％) 73.9 74.9 73.6 73.0 75.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 981 △331 1,879 2,858 1,281

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △254 △854 △765 △1,753 △2,347

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △913 △1,870 △686 △1,653 △3,054

現金及び現金同等物 
の中間(期末)残高 

(百万円) 11,768 8,509 7,899 11,541 7,490

従業員数 (名) 
1,423 
(315)

1,669
(385)

1,858
(420)

1,633 
(320)

1,664
(392)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益の記載は省略しております。 

３ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

４ 第59期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,994 12,954 12,744 24,680 25,769

経常利益 (百万円) 1,636 1,581 1,473 3,209 3,155

中間(当期)純利益 (百万円) 1,079 587 763 2,046 1,687

資本金 (百万円) 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

発行済株式総数 (株) 38,224,485 38,224,485 38,224,485 38,224,485 38,224,485

純資産額 (百万円) 25,172 24,291 22,842 25,612 24,145

総資産額 (百万円) 33,830 32,586 31,578 34,936 32,209

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) 20.00 30.00 30.00 45.00 60.00

自己資本比率 (％) 74.4 74.5 72.3 73.3 75.0

従業員数 (名) 
723 
(186)

748
(239)

763
(267)

732 
(185)

750
(248)



２ 【事業の内容】 
当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

ＩＤＥＣグループは、当社、子会社20社及び関連会社２社で構成され、各社の位置づけと関連は下図のとおりであ

ります。 

なお、当社グループの主たる事業内容は、制御機器関連製品及び商品の製造、販売であり、従たる事業としてマー

キングシステムの製造、販売等を行っておりますが、事業規模が非常に小さく、影響力も僅少であるため、単一事業

セグメントとして記載しております。 
  

 



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の平均雇用人員であります。 

２ 事業内容が均一であり、事業部門等の区別を行っていないため、従業員数は、当社グループとして一括して記載しており

ます。 

３ 従業員数が前中間連結会計期間に比べて、189名増加しておりますが、その主な理由は子会社における生産拡大のための

人員増強によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社の一部には、和泉電気労働組合が組織されており、全日本電機・電子・情報関連産業労働組

合連合会(電機連合)に加盟し、組合員数711名でユニオンショップ制であります。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の部門等の名称 従業員数(名)

当社グループ 
1,858 
(420) 

合計 
1,858 
(420) 

従業員数(名) 
763 
(267) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間においては、世界経済の堅調な伸びが続きましたが、国内設備投資向け需要が停滞感を強め

ました。そのような外部環境の中、当社グループの業績内容は、つぎのとおりであります。 

売上高につきましては、国内売上においては、制御用操作スイッチ・表示灯等の主力製品を中心に売上高が減少

し、前年同期比0.4％減の107億２千６百万円となりました。海外売上高は、欧州地域、中国・アジア地域での需要

が順調に伸び、北米地域が前年に引き続き堅調な推移をし、プログラマブルコントローラやリレーが伸張した結

果、前年同期比9.6％増の63億８千３百万円となりました。以上の結果、グループ全体の売上高は、前年同期比

3.1％増の171億１千万円となりました。 

コスト面では、原材料等の価格上昇に伴う売上原価への影響は依然として強く、コストダウン施策を推進してお

りますが、売上原価率は、前中間期に比べ0.1ポイント上昇(前中間期50.9％が当中間期51.0％)いたしました。営業

利益につきましては、一般管理販売費も増加いたしましたが、増収効果により前年同期比2.0％増の21億３千７百万

円となり、経常利益は、為替差損等の発生により前年同期比5.4％減の21億２千万円となりました。中間純利益は、

前年同期比18.2％増の12億１千２百万円となっております。 

なお、当社グループは、制御機器関連製品及び商品の製造・販売を主たる事業としており、また、事業内容が均

一であるため、事業部門等の区分も行っておりません。 

従って、事業部門別等の業績の状況は、次の５つの製品種類別売上高の状況を記載しております。 

① 制御機器製品 

海外市場で、主力製品の制御用操作スイッチやリレーが堅調に推移し、前年同期比1.3％増の90億３千５百万円

となりました。 

② 制御装置およびＦＡシステム製品 

国内市場および海外市場の両方で、プログラマブル表示器が順調に伸長し、海外市場でプログラマブルコント

ローラーも伸長した結果、前年同期比11.8％増の30億８百万円となりました。 

③ 制御用周辺機器製品 

全般的に調整色を強め、前年同期比2.1％減の30億１百万円となりました。 

④ 防爆・防災関連機器製品 

受注の選別化を進め、ビジネスの効率化を目指したことが影響し前年同期比4.2％減の７億５千２百万円となり

ました。 

⑤ その他の製品 

海外生産品などの販売増により、前年同期比15.6％増の13億１千２百万円となりました。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

国内設備投資向け需要が停滞感を強めました結果、売上高は、前年同期比3.2％減の111億７千７百万円となり

ました。営業利益(内部利益控除前)は、前年同期比4.3％減の13億１千７百万円となりました。 

② 北米 

市場の需要は堅調に推移し、売上高は、前年同期比0.7％増の26億８千５百万円となり、営業利益(内部利益控

除前)は、前年同期比1.8％増の２億５千９百万円となりました。 

③ 欧州 

全体的に売上が伸長し、前年同期比11.7％増の５億６千４百万円となり、営業利益(内部利益控除前)は、前年

同期比11.8％増の６千１百万円となりました。 

④ アジア・パシフィック 

前連結会計年度に引き続き好調が持続し、売上高は、前年同期比42.4％増の26億８千２百万円となり、営業利

益(内部利益控除前)は、前年同期比19.5％増の４億７千４百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

  

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が前年同期に比べ３億５

千万円増加し、売上債権の減少及び棚卸資産の減少等により、前年同期に比べ22億１千１百万円の収入増の18億７

千９百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ、８千９百万円の支出減の７億６千５百万円の支出とな

りました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の買付および配当金の増配を行いましたが、金融機関からの資

金借入に伴い、前年同期に比べ11億８千３百万円の支出減となりました。 

その結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ４億８百万円増加

し、78億９千９百万円となりました。 

  

  
前中間連結会計期間

(百万円) 
当中間連結会計期間

(百万円) 
前連結会計年度 

(百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー △331 1,879 1,281 

投資活動によるキャッシュ・フロー △854 △765 △2,347 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,870 △686 △3,054 

現金及び現金同等物に係る換算差額 24 △18 70 

現金及び現金同等物の増加額(又は減少額(△)) △3,032 408 △4,051 

現金及び現金同等物期首残高 11,541 7,490 11,541 

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 8,509 7,899 7,490 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注状況を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品の種類別区分の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

制御機器製品 8,550 100.3 

制御装置及びＦＡシステム製品 3,044 108.9 

制御用周辺機器製品 2,451 82.6 

防爆・防災関連機器製品 793 101.9 

その他の製品 975 126.0 

合計 15,814 99.8 

製品の種類別区分の名称 
受注高 受注残高 

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

制御機器製品 9,425 105.0 1,643 180.6 

制御装置及びＦＡシステム製品 2,905 106.7 884 101.2 

制御用周辺機器製品 3,100 101.5 624 134.7 

防爆・防災関連機器製品 779 99.4 202 121.0 

その他の製品 1,303 107.7 380 135.1 

合計 17,513 104.6 3,735 138.6 

製品の種類別区分の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

制御機器製品 9,035 101.3 

制御装置及びＦＡシステム製品 3,008 111.8 

制御用周辺機器製品 3,001 97.9 

防爆・防災関連機器製品 752 95.8 

その他の製品 1,312 115.6 

合計 17,110 103.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変化及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発は、主として当社(ＩＤＥＣ㈱)で行っており、各子会社は当

社で開発されたものを製造並びに販売することを主としております。 

当中間連結会計期間の研究開発活動の状況は以下に記載しているとおりであります。 

当社では「人と機械の 適環境の創造」を基本テーマとして、あらゆる顧客に満足していただける「使いやすさ」

を有する製品の開発に取り組むとともに、“Think Automation and beyond.....”をショルダーフレーズとして掲

げ、オートメーションを考え、さらにその先へ、ものづくりの未来を創造していくことを目指しております。 

具体的には、①ものづくりに対する考え方とそれを支える技術、②安全・防爆・規格インテリジェンス、③テクノ

ロジー＆イノベーション、④トレーサビィリティ(新事業・制御との融合)、の４つのテーマを軸とした技術ならびに

製品の開発を推進しております。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費は９億８千９百万円であり、売上高の5.8％となっております。 

当中間連結会計期間における主な成果は、次のとおりでありますが、当社グループは、制御機器関連製品及び商品

の製造・販売を主たる事業としており、また、事業内容が均一であるため、事業部門等の区分も行っておりません。 

(1) 安全機器の主力商品である安全スイッチＨＳ５Ｅシリーズに、裏面ロック解除タイプ、４回路独立タイプ、安

全回路２重化タイプを追加発売し、安全スイッチのバリエーション強化を図りました。 

(2) 主力商品である端子台として、ねじアップ作業が不要で丸圧着端子の仮止めが可能なねじアップ式端子台ＢＮ

１Ｕシリーズを発売し、端子台シリーズの強化を図りました。 

(3) 主力商品である機器保護用遮断器として、当社独自のＳＳ(Save&Safety)端子を採用し配線工数を大幅に削減し

た、NC1V形サーキットプロテクタを発売しました。 

(4) 注力商品であるプログラマブルコントローラＦＣ４Ａ形ＭＩＣＲＯSmartシリーズに、サーミスタ入力対応アナ

ログモジュールを追加発売し、シリーズ強化を図りました。 

(5) 主力商品であるＳＪシリーズスリムパワーリレー用のソケットとして、リレーターミナルボードの製作に 適

なプリント基板用ソケットを発売しました。 

(6) 白色ＬＥＤ照明ユニットＬＦ１Ａシリーズに、防水・防油性を持たせ、耐環境性能を向上させたＩＰ67fタイプ

を追加発売し、シリーズ強化を図りました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末現在における重要な設備投資の計画について、当中間連結会計期間に重要な変更はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 38,224,485 38,224,485

東京証券取引所
(市場第１部) 
大阪証券取引所 
(市場第１部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 38,224,485 38,224,485 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 
当社は、平成13年改正旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき下記(イ)、(ロ)の新株予約権を、また、

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき下記(ハ)、(ニ)の新株予約権を発行しております。 
(イ) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 発行日以降、７名退職により、新株予約権の数510個と新株予約権の目的となる株式の数51,000株は、失権しておりま
す。 

４ 発行日以降、権利行使により、新株予約権の数2,645個と新株予約権の目的となる株式の数264,500株は、減少しておりま
す。 

５ 発行日以降、権利行使により、新株予約権の数2,770個と新株予約権の目的となる株式の数277,000株は、減少しておりま
す。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月18日)

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 2,585個(注)１,３,４ 2,460個(注)１,３,５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 
(個) 

― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 258,500株(注)３,４ 246,000株(注)３,５ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,034円(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～
平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格：1,034円
資本組入額：権利行使によって新
株を発行する場合には、新株発行
価額の１/２(１円未満の端数は切
り下げ)を資本に組み入れないも
のとする。ただし、自己株式を充
当する場合は、資本金への組み入
れは行わない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても、当社な
らびに当社子会社の取締役、当社
執行役員および従業員であること
を要する。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではな
い。 
 その他の条件については、当社
と割当対象者との間で締結する
「第３回新株予約権割当契約書」
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。ただし、本
新株予約権がストックオプション
を目的として発行されるものであ
ることに鑑み、「第３回新株予約
権割当契約書」において、譲渡が
できないことを規定するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

― ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(ロ) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 発行日以降、27名退職により、新株予約権の数433個と新株予約権の目的となる株式の数43,300株は、失権しておりま

す。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日) 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 13,694個(注)１,３ 13,694個(注)１,３ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 
(個) 

― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,369,400株(注)３ 1,369,400株(注)３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,358円(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日～ 
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格：1,358円 
資本組入額：権利行使によって新
株を発行する場合には、新株発行
価額の１/２(１円未満の端数は切
り下げ)を資本に組み入れないも
のとする。ただし、自己株式を充
当する場合は、資本金への組み入
れは行わない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても、当社な
らびに当社子会社の取締役、当社
執行役員および従業員であること
を要する。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではな
い。 
 その他の条件については、当社
と割当対象者との間で締結する
「第４回新株予約権割当契約書」
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。ただし、本
新株予約権がストックオプション
を目的として発行されるものであ
ることに鑑み、「第４回新株予約
権割当契約書」において、譲渡が
できないことを規定するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

― ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(ハ) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  

  
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日(平成18年６月９日) 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 872個(注)１,３ 872個(注)１,３ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 
(個) 

― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 87,200株(注)３ 87,200株(注)３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,979円(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日～ 
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格：1,979円 
資本組入額：権利行使によって新
株を発行する場合には、新株発行
価額の１/２(１円未満の端数は切
り下げ)を資本に組み入れないも
のとする。ただし、自己株式を充
当する場合は、資本金への組み入
れは行わない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても、当社な
らびに当社子会社の取締役、執行
役員および従業員であることを要
する。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。 
 その他の条件については、当社
と割当対象者との間で締結する
「第５回新株予約権割当契約書」
に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。ただし、本
新株予約権がストックオプション
を目的として発行されるものであ
ることに鑑み、「第５回新株予約
権割当契約書」において、譲渡が
できないことを規定するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

(注)４ 同左 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



３ 発行日以降、５名退職により、新株予約権の数22個と新株予約権の目的となる株式の数2,200株は、失権しております。 

４ 組織再編行為の際の取扱い 

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以下、「組織

再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権(以下、「残存新

株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設

分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。 

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得られる金額

とする。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

  



(ニ) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  

  
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日(平成19年６月８日) 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) ― 265個(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 
(個) 

― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) ― 26,500株 

新株予約権の行使時の払込金額(円) ― １株当たり1,406円(注)２ 

新株予約権の行使期間 ― 
平成21年７月１日～ 
平成23年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

― 

発行価格：1,406円 
資本組入額：権利行使によって新
株を発行する場合には、新株発行
価額の１/２(１円未満の端数は切
り下げ)を資本に組み入れないも
のとする。ただし、自己株式を充
当する場合は、資本金への組み入
れは行わない。 

新株予約権の行使の条件 ― 

 権利行使時においても、当社な
らびに当社子会社の取締役、執行
役員および従業員であることを要
する。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。 
 その他の条件については、当社
と割当対象者との間で締結する
「第６回新株予約権割当契約書」
に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 

 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。ただし、本
新株予約権がストックオプション
を目的として発行されるものであ
ることに鑑み、「第６回新株予約
権割当契約書」において、譲渡が
できないことを規定するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

― (注)３ 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



３ 組織再編行為の際の取扱い 

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を総称し

て以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新株予約権(以

下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイから

ホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(2) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。 

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得られる金額

とする。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。 

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

  



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 自己株式として平成19年９月30日現在6,417千株(16.79％)を保有しております。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

３ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年11月15日付で株券等の大量保有に関する変更報告書の写しの

送付があり、平成18年10月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間会計期

間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、その株券等の大量保有に関する変更報告書の内容は、次のとおりであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 38,224 ― 10,056 ― 9,613

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８―11 3,003 7.86 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,769 4.63 

舩 木 恒 雄 大阪府箕面市 1,597 4.18 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,312 3.43 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 1,124 2.94 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 1,029 2.69 

藤 田 慶二郎 大阪府箕面市 769 2.01 

エイアイジー・スター生命保険
株式会社 

東京都品川区東品川２丁目３番14号 651 1.70 

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８―12 609 1.60 

藤 田 俊 弘 大阪府豊中市 427 1.12 

計 ― 12,294 32.16 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,003千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,769千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 609千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

株式会社 
三菱東京ＵＦＪ銀行 

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,124 2.94 

三菱ＵＦＪ信託銀行 
株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 410 1.07 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 14 0.04 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,264 3.31 

計 ― 2,814 7.36 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株(議決権６個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

6,417,500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

31,779,700
317,797 同上

単元未満株式 普通株式 27,285 ― 同上

発行済株式総数 38,224,485 ― ― 

総株主の議決権 ― 317,797 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ＩＤＥＣ株式会社 

大阪市淀川区西宮原１丁目
７番31号 

6,417,500 ― 6,417,500 16.79

計 ― 6,417,500 ― 6,417,500 16.79

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 1,950 1,959 1,845 1,858 1,854 1,739

低(円) 1,826 1,792 1,776 1,795 1,642 1,429



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

３ 当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法

第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人によ

り中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    8,509 7,899   7,490 

２ 受取手形及び売掛金 ※3  6,961 7,148   7,419 

３ たな卸資産    7,373 6,923   7,152 

４ 繰延税金資産    951 921   934 

５ その他    474 531   449 

貸倒引当金    △44 △30   △57 

流動資産合計    24,227 60.7 23,395 58.8   23,388 58.2

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※1        

１ 建物及び構築物    4,249 3,950   4,108 

２ 機械装置及び 
運搬具    1,244 1,256   1,293 

３ 工具器具及び備品    894 969   906 

４ 土地    4,438 4,431   4,438 

５ 建設仮勘定    180 429   196 

有形固定資産合計    11,006 27.5 11,036 27.7   10,943 27.2

(2) 無形固定資産          

１ ソフトウェア    124 191   159 

２ 電話加入権等    21 21   21 

無形固定資産合計    145 0.4 213 0.5   181 0.5

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券    2,079 2,502   3,065 

２ 長期貸付金    16 13   16 

３ 繰延税金資産    892 977   901 

４ その他    1,697 1,834   1,800 

貸倒引当金    △146 △156   △130 

投資その他の 
資産合計    4,539 11.4 5,171 13.0   5,653 14.1

固定資産合計    15,692 39.3 16,421 41.2   16,778 41.8

資産合計    39,919 100.0 39,817 100.0   40,166 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    3,986 3,569   3,676 

２ 短期借入金    132 1,266   83 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金    97 ―   ― 

４ 未払金    708 612   732 

５ 未払費用    1,418 1,362   1,487 

６ 未払法人税等    496 705   697 

７ 預り金    1,405 1,429   1,410 

８ その他    42 76   52 

流動負債合計    8,289 20.8 9,022 22.7   8,140 20.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    ― ―   99 

２ 退職給付引当金    1,343 1,183   1,251 

３ 長期未払金    221 ―   217 

４ 役員退職慰労引当金    ― 71   ― 

５ その他    ― 2   ― 

固定負債合計    1,564 3.9 1,257 3.1   1,568 3.9

負債合計    9,854 24.7 10,280 25.8   9,709 24.2

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    10,056 10,056   10,056 

２ 資本剰余金    9,627 9,690   9,627 

３ 利益剰余金    14,431 15,303   15,056 

４ 自己株式    △4,425 △5,468   △4,594 

株主資本合計    29,690 74.4 29,582 74.3   30,145 75.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    137 △282   20 

２ 為替換算調整勘定    71 18   106 

評価・換算差額等 
合計    208 0.5 △263 △0.6   126 0.3

Ⅲ 新株予約権    ― ― 14 0.0   7 0.0

Ⅳ 少数株主持分    166 0.4 204 0.5   179 0.4

純資産合計    30,065 75.3 29,537 74.2   30,457 75.8

負債及び純資産合計    39,919 100.0 39,817 100.0   40,166 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    16,599 100.0 17,110 100.0   33,584 100.0

Ⅱ 売上原価    8,445 50.9 8,720 51.0   17,181 51.2

売上総利益    8,153 49.1 8,389 49.0   16,403 48.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  6,058 36.5 6,251 36.5   12,044 35.8

営業利益    2,094 12.6 2,137 12.5   4,359 13.0

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   56   86 130   

２ 受取配当金   12   15 15   

３ 受取賃貸料   33   25 63   

４ 為替差益   93   ― 154   

５ 持分法による 
投資利益   9   ― ―   

６ その他   71 277 1.7 40 167 1.0 127 490 1.4

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   32   33 67   

２ 売上割引   6   6 12   

３ 為替差損   ―   11 ―   

４ たな卸資産評価損   34   43 90   

５ たな卸資産廃棄損   2   2 3   

６ 持分法による 
  投資損失   ―   47 1   

７ その他   55 131 0.8 40 184 1.1 95 270 0.8

経常利益    2,240 13.5 2,120 12.4   4,579 13.6

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※2 ―   2 0   

２ 投資有価証券売却益   184   ― 402   

３ 貸倒引当金戻入益   ―   ― 1   

４ 保険差益   120 304 1.8 10 12 0.1 120 524 1.6

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※3 0   0 0   

２ 固定資産廃棄損 ※4 9   3 36   

３ 会員権評価損等   5   0 6   

４ 役員退職慰労金   878   ― 878   

５ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額   ―   71 ―   

６ 出資金精算損   1   ― 1   

７ 外注先倒産に伴う 
  損失   ― 894 5.4 54 130 0.8 ― 922 2.8

税金等調整前中間 
(当期)純利益    1,650 9.9 2,001 11.7   4,181 12.4

法人税、住民税及び 
事業税   443   623 1,286   

法人税等調整額   162 606 3.6 137 760 4.4 248 1,535 4.5

少数株主利益    18 0.1 28 0.2   29 0.1

中間(当期)純利益    1,025 6.2 1,212 7.1   2,616 7.8

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,056 9,629 14,222 △3,496 30,412 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △817   △817 

 中間純利益     1,025   1,025 

 自己株式の取得       △945 △945 

 自己株式の処分   △1   16 14 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― △1 208 △928 △721 

平成18年９月30日残高(百万円) 10,056 9,627 14,431 △4,425 29,690 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 310 55 365 145 30,923 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     ―   △817 

 中間純利益     ―   1,025 

 自己株式の取得     ―   △945 

 自己株式の処分     ―   14 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △172 15 △157 20 △136 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △172 15 △157 20 △858 

平成18年９月30日残高(百万円) 137 71 208 166 30,065 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,056 9,627 15,056 △4,594 30,145 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △965   △965 

 中間純利益     1,212   1,212 

 自己株式の取得       △1,106 △1,106 

 自己株式の処分   63   233 296 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 63 247 △873 △563 

平成19年９月30日残高(百万円) 10,056 9,690 15,303 △5,468 29,582 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 20 106 126 7 179 30,457 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     ―     △965 

 中間純利益     ―     1,212 

 自己株式の取得     ―     △1,106 

 自己株式の処分     ―     296 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △302 △87 △389 6 25 △357 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △302 △87 △389 6 25 △920 

平成19年９月30日残高(百万円) △282 18 △263 14 204 29,537 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,056 9,629 14,222 △3,496 30,412 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △817   △817 

 剰余金の配当     △965   △965 

 当期純利益     2,616   2,616 

 自己株式の取得       △1,116 △1,116 

 自己株式の処分   △2   19 16 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― △2 833 △1,097 △266 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,056 9,627 15,056 △4,594 30,145 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 310 55 365 ― 145 30,923 

連結会計年度中の変動額             

 剰余金の配当(注)     ―     △817 

 剰余金の配当     ―     △965 

 当期純利益     ―     2,616 

 自己株式の取得     ―     △1,116 

 自己株式の処分     ―     16 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) △290 50 △239 7 33 △199 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△290 50 △239 7 33 △466 

平成19年３月31日残高(百万円) 20 106 126 7 179 30,457 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 1,650 2,001 4,181

２ 減価償却費  382 480 816

３ 貸倒引当金の減少額(△)  △8 △27 △10

４ 退職給付引当金の減少額 
  (△) 

 △18 △68 △110

５ 役員退職慰労引当金の 
  増加額 

 ― 71 ―

６ 受取利息及び配当金  △69 △101 △146

７ 支払利息  32 33 67

８ 為替差損益  △25 △26 △26

９ 持分法による投資損益  △9 47 1

10 保険差益  △120 △10 △120

11 投資有価証券売却益  △184 ― △402

12 役員退職慰労金  878 ― 878

13 固定資産売却益  ― △2 △0

14 固定資産売却損  0 0 0

15 固定資産廃棄損  9 3 36

16 売上債権の減少額 
  (又は増加額(△)) 

 △454 252 △875

17 たな卸資産の減少額 
  (又は増加額(△)) 

 △391 227 △140

18 仕入債務の減少額(△)  △662 △13 △1,035

19 長期未払金の減少額(△)  △244 △217 △248

20 その他  △196 △309 △55

小計  569 2,341 2,809

21 利息及び配当金の受取額  88 125 166

22 利息の支払額  △58 △53 △72

23 保険金の受取額  506 44 506

24 役員退職慰労金の支払額  △878 ― △878

25 法人税等の支払額  △559 △578 △1,250

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △331 1,879 1,281



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △298 △673 △643

２ 有形固定資産の売却による 
収入 

 9 3 12

３ 無形固定資産の取得による 
支出 

 △61 △29 △140

４ 投資有価証券の取得による 
支出 

 △329 △17 △1,769

５ 投資有価証券の 
売却等による収入 

 341 ― 806

６ 長期貸付による支出  △1 ― △3

７ 長期貸付金の 
回収による収入 

 2 3 5

８ 長期性預金の預入による 
支出 

 △500 ― △500

９ その他  △16 △51 △115

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △854 △765 △2,347

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額  △136 1,084 △186

２ 自己株式の取得による支出  △935 △1,104 △1,106

３ 自己株式の売却による収入  14 296 16

４ 配当金の支払額  △813 △961 △1,778

５ 少数株主への配当金の 
  支払額 

 ― △1 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,870 △686 △3,054

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 24 △18 70

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額(又は減少額(△)) 

 △3,032 408 △4,051

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  11,541 7,490 11,541

Ⅶ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

※１ 8,509 7,899 7,490



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社は次の20社であ

ります。 

 (1) アイデックコントロ

ールズ㈱ 

 (2) ＩＤＥＣパワーデバ

イス㈱ 

 (3) ＩＤＥＣオプトデバ

イス㈱ 

 (4) ㈱アイ・イー・エス 

 (5) ㈱朝日制御 

 (6) ＩＤＥＣオートメー

ション㈱ 

 (7) IDEC CORPORATION 

 (8) IDEC CANADA, LTD. 

 (9) IDEC Australia Pty. 

Ltd. 

(10) IDEC Elektrotechnik 

GmbH 

(11) IDEC Electronics  

Limited 

(12) 台湾愛徳克股份有限

公司 

(13) 台湾和泉電気股份有

限公司 

(14) IDEC HONG KONG CO., 

   LTD. 

(15) IDEC IZUMI ASIA PTE 

LTD. 

(16) 蘇州和泉電気有限公

司 

(17) 愛徳克電気貿易(上

海)有限公司 

(18) IDEC IZUMI(H.K.)  

   CO.,LTD. 

(19) 和泉電気自動化控制 

   (深圳)有限公司 

(20) 和泉電気(北京)有限

公司 

連結子会社は次の20社であ

ります。 

 (1) アイデックコントロ

ールズ㈱ 

 (2) ＩＤＥＣパワーデバ

イス㈱ 

 (3) ＩＤＥＣオプトデバ

イス㈱ 

 (4) ㈱アイ・イー・エス 

 (5) ㈱朝日制御 

 (6) ＩＤＥＣオートメー

ション㈱ 

 (7) IDEC CORPORATION 

 (8) IDEC CANADA, LTD. 

 (9) IDEC Australia Pty. 

Ltd. 

(10) IDEC Elektrotechnik 

GmbH 

(11) IDEC Electronics  

   Limited 

(12) 台湾愛徳克股份有限

公司 

(13) 台湾和泉電気股份有

限公司 

(14) IDEC HONG KONG CO., 

   LTD. 

(15) IDEC IZUMI ASIA PTE 

LTD. 

(16) 蘇州和泉電気有限公

司 

(17) 愛徳克電気貿易(上

海)有限公司 

(18) IDEC IZUMI(H.K.)  

   CO.,LTD. 

(19) 和泉電気自動化控制

(深圳)有限公司 

(20) 和泉電気(北京)有限

公司 

連結子会社は次の20社であ

ります。 

 (1) アイデックコントロ

ールズ㈱ 

 (2) ＩＤＥＣパワーデバ

イス㈱ 

 (3) ＩＤＥＣオプトデバ

イス㈱ 

 (4) ㈱アイ・イー・エス 

 (5) ㈱朝日制御 

 (6) ＩＤＥＣオートメー

ション㈱ 

 (7) IDEC CORPORATION 

 (8) IDEC CANADA, LTD. 

 (9) IDEC Australia Pty. 

Ltd. 

(10) IDEC Elektrotechnik 

GmbH 

(11) IDEC Electronics  

   Limited 

(12) 台湾愛徳克股份有限

公司 

(13) 台湾和泉電気股份有

限公司 

(14) IDEC HONG KONG CO., 

   LTD. 

(15) IDEC IZUMI ASIA PTE 

LTD. 

(16) 蘇州和泉電気有限公

司 

(17) 愛徳克電気貿易(上

海)有限公司 

(18) IDEC IZUMI(H.K.)  

   CO.,LTD. 

(19) 和泉電気自動化控制

(深圳)有限公司 

(20) 和泉電気(北京)有限

公司 

  (新規) 

上記のうちＩＤＥＣオート

メーション㈱および和泉電

気(北京)有限公司について

は、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立しており

ます。 

  (新規) 

上記のうちＩＤＥＣオート

メーション㈱及び和泉電気

(北京)有限公司について

は、当連結会計年度におい

て新たに設立しておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法適用に関す

る事項 

(1) 持分法適用の関連会社

数２社 

  IDEC DATALOGIC㈱ 

  ㈱東研 

(1) 持分法適用の関連会社

数２社 

  IDEC DATALOGIC㈱ 

  ㈱東研 

(1) 持分法適用の関連会社

数２社 

  IDEC DATALOGIC㈱ 

  ㈱東研 

  (2) 持分法適用の関連会社

の中間決算日は中間連

結決算日と異なるた

め、当該関連会社の仮

決算に基づく財務諸表

を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重

要な取引については、

連結上必要な調整を行

っております。 

(2) 持分法適用の関連会社

の中間決算日は中間連

結決算日と異なるた

め、当該関連会社の仮

決算に基づく財務諸表

を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重

要な取引については、

連結上必要な調整を行

っております。 

(2) 持分法適用の関連会社

の決算日は連結決算日

と異なるため、当該関

連会社の事業年度にか

かる財務諸表を使用

し、連結決算日との間

に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要

な調整を行っておりま

す。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)に

関する事項 

連結子会社のうち蘇州和泉

電気有限公司、愛徳克電気

貿易(上海)有限公司、和泉

電気自動化控制(深圳)有限

公司、和泉電気(北京)有限

公司の４社の中間決算日

は、６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、これらの会社

については中間連結決算日

現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用してお

ります。 

連結子会社のうち蘇州和泉

電気有限公司、愛徳克電気

貿易(上海)有限公司、和泉

電気自動化控制(深圳)有限

公司、和泉電気(北京)有限

公司の４社の中間決算日

は、６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、これらの会社

については中間連結決算日

現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用してお

ります。 

連結子会社のうち蘇州和泉

電気有限公司、愛徳克電気

貿易(上海)有限公司、和泉

電気自動化控制(深圳)有限

公司、和泉電気(北京)有限

公司の４社の決算日は、12

月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたって、

これらの会社については連

結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使

用しております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)たな卸資産 

   主として総平均法に

基づく低価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)たな卸資産 

   主として総平均法に

基づく低価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)たな卸資産 

   主として総平均法に

基づく低価法 

   (ロ)有価証券 

   その他有価証券 

    時価のある有価証

券 

     …中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法 

      (評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法 に よ り 算

定) 

 (ロ)有価証券 

   その他有価証券 

    時価のある有価証

券 

     …中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法 

      (評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法 に よ り 算

定) 

 (ロ)有価証券 

   その他有価証券 

   ・時価のある有価証

券 

     …決算期末日の

市場価格等に

基づく時価法 

      (評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法 に よ り 算

定) 

      時価のない有価証

券 

     …移動平均法に

よる原価法 

    時価のない有価証

券 

     …移動平均法に

よる原価法 

   ・時価のない有価証

券 

     …移動平均法に

よる原価法 

   (ハ)デリバティブ 

   時価法 

 (ハ)デリバティブ 

   時価法 

 (ハ)デリバティブ 

   時価法 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 (イ)有形固定資産 

   当社及び国内連結子

会社は、定率法(た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く )について

は、定額法)を採用

し、在外連結子会社

については、主とし

て定額法を採用して

おります。 

   主な耐用年数は以下

の通りであります。 

    建物及び構築物 

８年～38年 

    機械装置及び運搬

具 

２年～17年 

    工具器具及び備品 

２年～15年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 (イ)有形固定資産 

   当社及び国内連結子

会社は、定率法(た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く )について

は、定額法)を採用

し、在外連結子会社

については、主とし

て定額法を採用して

おります。 

   主な耐用年数は以下

の通りであります。 

    建物及び構築物 

８年～38年 

    機械装置及び運搬

具 

２年～17年 

    工具器具及び備品 

２年～15年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 (イ)有形固定資産 

   当社及び国内連結子

会社は、定率法(た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く )について

は、定額法)を採用

し、在外連結子会社

については、主とし

て定額法を採用して

おります。 

   主な耐用年数は以下

の通りであります。 

    建物及び構築物 

８年～38年 

    機械装置及び運搬

具 

２年～17年 

    工具器具及び備品 

２年～15年 

    (会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に

変更しております。これに

より、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益、経

常利益、及び税金等調整前

中間純利益がそれぞれ４百

万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。 

  



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。こ

れにより、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益

が37百万円、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が

38百万円それぞれ減少して

おります。 

  

   (ロ)無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(主とし

て５年)に基づく定

額法を採用しており

ます。 

 (ロ)無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(主とし

て５年)に基づく定

額法を採用しており

ます。 

 (ロ)無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(主とし

て５年)に基づく定

額法を採用しており

ます。 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

主として一般債権に

ついては貸倒実績率

により、貸倒懸念債

権等特定の債権につ

いては個別に回収可

能性を検討し、回収

不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

主として一般債権に

ついては貸倒実績率

により、貸倒懸念債

権等特定の債権につ

いては個別に回収可

能性を検討し、回収

不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

主として一般債権に

ついては貸倒実績率

により、貸倒懸念債

権等特定の債権につ

いては個別に回収可

能性を検討し、回収

不能見込額を計上し

ております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   (ロ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間

(12～13年)による定

額法により費用処理

しております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間(12年～15年)に

よる定額法により翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

 (ロ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間

(12～13年)による定

額法により費用処理

しております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間(12年～15年)に

よる定額法により翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

 (ロ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間

(12～13年)による定

額法により費用処理

しております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間(12年～15年)に

よる定額法により翌

連結会計年度から費

用処理することとし

ております。 

   (ハ)  ―――  (ハ)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要

支給額を計上してお

ります。 

 (ハ)  ――― 

    (会計方針の変更) 

役員退職慰労金は、従来、

支出時の費用として処理し

ておりましたが、役員退職

慰労金の引当金計上が会計

慣行として定着しつつある

こと及び、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに

役員退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」(日

本公認会計士協会 平成19

年４月13日 監査・保証実

務委員会報告第42号)が当

中間連結会計期間より適用

されることになったことに

伴い、役員退職慰労金規程

に基づく中間連結会計期間

末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法

に変更しております。これ

により、従来の方法によっ

た場合と比べ、税金等調整

前中間純利益が71百万円減

少しております。 

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

  なお、在外子会社の資

産及び負債は、中間連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は

純資産の部の為替換算

調整勘定及び少数株主

持分に含めておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

  なお、在外子会社の資

産及び負債は、中間連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は

純資産の部の為替換算

調整勘定及び少数株主

持分に含めておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は、

損益として処理してお

ります。 

  なお、在外子会社の資

産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収

益及び費用は、期中平

均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資

産の部における為替換

算調整勘定及び少数株

主持分に含めておりま

す。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、主とし

て、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会

計処理によっておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、主とし

て、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会

計処理によっておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、主とし

て、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会

計処理によっておりま

す。 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  当社及び国内連結子会

社は、消費税及び地方

消費税の会計処理につ

いて税抜方式によって

おります。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  当社及び国内連結子会

社は、消費税及び地方

消費税の会計処理につ

いて税抜方式によって

おります。 

(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  当社及び国内連結子会

社は、消費税及び地方

消費税の会計処理につ

いて税抜方式によって

おります。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い短期投資からなっており

ます。 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い短期投資からなっており

ます。 

連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値変動について僅少

なリスクしか負わない短期

投資からなっております。 



会計処理の変更 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準等 

当中間連結会計期間から、

「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計

基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会

終改正平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は29,899百

万円であります。 

なお、中間連結財務諸表等

規則の改正により、当中間

連結会計期間における中間

連結財務諸表の純資産の部

については、改正後の中間

連結財務諸表等規則により

作成しております。 

――― 当連結会計年度から、「貸

借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 終

改正平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は30,271百

万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年

度における連結財務諸表の

純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

ストック・オプション

等に関する会計基準等 

当中間連結会計期間から、

「ストック・オプション等

に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準第

８号)及び「ストック・オ

プション等に関する会計基

準の適用指針」(企業会計

基準委員会 終改正平成

18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号)を適用

しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

――― 当連結会計年度から、「ス

トック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８

号)及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基

準委員会 終改正平成18

年５月31日 企業会計基準

適用指針第11号)を適用し

ております。 

これにより株式報酬費用７

百万円が販売費及び一般管

理費として計上され、営業

利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が７百万

円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,985百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、23,320百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、23,191

百万円であります。 

 ２ 関連会社の金融機関からの借

入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

    IDEC DATALOGIC㈱ 

55百万円 

 ２ 関連会社の金融機関からの借

入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

    IDEC DATALOGIC㈱ 

55百万円 

 ２ 関連会社の金融機関からの借

入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

    IDEC DATALOGIC㈱ 

55百万円 

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理をしており

ます。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関休業日で

あったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が、中間

連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

    受取手形 95百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理をしており

ます。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関休業日で

あったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が、中間

連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

    受取手形 40百万円

※３ 連結会計年度末満期手形の会

計処理については、手形交換

日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれておりま

す。 

    受取手形 142百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

退職給付費用 148百万円

給料 1,804百万円

賞与 470百万円

減価償却費 159百万円

賃借料 454百万円

研究開発費 1,117百万円

その他 1,905百万円

計 6,058百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

退職給付費用 133百万円

給料 2,014百万円

賞与 445百万円

減価償却費 181百万円

賃借料 485百万円

研究開発費 989百万円

その他 2,001百万円

計 6,251百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

退職給付費用 245百万円

給料 3,666百万円

賞与 942百万円

減価償却費 328百万円

賃借料 919百万円

研究開発費 2,071百万円

その他 3,870百万円

計 12,044百万円

※２     ――― ※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。 

科目 
金額

(百万円) 

機械装置及び運搬具 1 

土地及び建物 0 

工具器具及び備品 0 

合計 2 

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。 

科目
金額 

(百万円) 

工具器具及び備品 0 

合計 0 

※３ 固定資産売却損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目 
金額 

(百万円) 

機械装置及び運搬具 0 

工具器具及び備品 0 

合計 0 

※３ 固定資産売却損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目 
金額

(百万円) 

機械装置及び運搬具 0 

※３ 固定資産売却損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目
金額 

(百万円) 

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 0 

工具器具及び備品 0 

合計 0 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目 
金額 

(百万円) 

建物及び構築物 4 

機械装置及び運搬具 0 

工具器具及び備品 3 

合計 9 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目 
金額

(百万円) 

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬具 1 

工具器具及び備品 1 

合計 3 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は下記

のとおりであります。 

科目
金額 

(百万円) 

建物及び構築物 22 

機械装置及び運搬具 3 

工具器具及び備品 10 

合計 36 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 自己株式の取得 464千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの行使 24千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  
中間連結株主資本等変動計算書の剰余金の配当の金額817百万円には、台湾子会社における従業員特別配当金１百万円を含んでおり

ます。 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 38,224 ― ― 38,224 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 5,586 470 24 6,033 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月９日 
定時株主総会 

普通株式 815 25 平成18年３月31日 平成18年６月12日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 965 30 平成18年９月30日 平成18年11月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 自己株式の取得 601千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの行使 302千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  
中間連結株主資本等変動計算書の剰余金の配当の金額965百万円には、台湾子会社における従業員特別配当金２百万円を含んでおり

ます。 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 38,224 ― ― 38,224 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 6,124 601 302 6,424 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末 

残高 
(百万円) 

前連結会計
年度末 

増加 減少
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
ストック・オプション 
としての新株予約権 

― ― ― ― ― 14

合計 ― ― ― ― ― 14

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年４月26日 
取締役会 

普通株式 963 30 平成19年３月31日 平成19年５月25日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年10月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 954 30 平成19年９月30日 平成19年11月30日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 自己株式の取得 565千株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの行使 28千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  
連結株主資本等変動計算書の剰余金の配当(注)の金額817百万円には、台湾子会社における従業員特別配当金１百万円を含んでおり

ます。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 38,224 ― ― 38,224 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 5,586 565 28 6,124 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高 
(百万円) 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション 
としての新株予約権 

― ― ― ― ― 7

合計 ― ― ― ― ― 7

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月９日 
定時株主総会 

普通株式 815 25 平成18年３月31日 平成18年６月12日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 965 30 平成18年９月30日 平成18年11月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年４月26日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 963 30 平成19年３月31日 平成19年５月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額

との関係 

なお、預入期間が３ヵ月を超える預

金や、流動性が高く、容易に換金可

能な、しかも価値変動リスクが僅少

な短期投資が含まれていないため

「現金及び預金」勘定と「現金及び

現金同等物」中間期末残高は一致し

ております。 

現金及び預金勘定 8,509百万円

現金及び現金同等物 8,509百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額

との関係 

なお、預入期間が３ヵ月を超える預

金や、流動性が高く、容易に換金可

能な、しかも価値変動リスクが僅少

な短期投資が含まれていないため

「現金及び預金」勘定と「現金及び

現金同等物」中間期末残高は一致し

ております。 

現金及び預金勘定 7,899百万円

現金及び現金同等物 7,899百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係 

  

なお、預入期間が３ヵ月を超える預

金や、流動性が高く、容易に換金可

能な、しかも価値変動リスクが僅少

な短期投資が含まれていないため

「現金及び預金」勘定と「現金及び

現金同等物」期末残高は一致してお

ります。 

現金及び預金勘定 7,490百万円

現金及び現金同等物 7,490百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 157 49 107

工具器具 
及び備品 327 148 178

合計 485 198 286

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び運搬具 241 90 151

工具器具 
及び備品 396 217 179

合計 637 307 330

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

241 67 174 

工具器具
及び備品 283 110 173 

合計 525 177 347 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 105百万円

１年超 181百万円

合計 286百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 117百万円

１年超 212百万円

合計 330百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 121百万円

１年超 226百万円

合計 347百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 68百万円

減価償却費相当額 68百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 114百万円

減価償却費相当額 114百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 348百万円

１年超 1,716百万円

合計 2,065百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 346百万円

１年超 1,376百万円

合計 1,723百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 345百万円

１年超 1,543百万円

合計 1,889百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間においては、その他有価証券で非上場株式について減損処理を行っておりません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間においては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間においては、その他有価証券(非上場株式及び関連会社株式)について減損処理を行っておりません。 

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額 

(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 347 571 223

② 債券  

社債 9 17 7

計 357 589 231

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 266

関連会社株式 1,223

計 1,490

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額 

(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,805 1,331 △474

計 1,805 1,331 △474

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

① 非上場株式 16

関連会社株式 1,154

計 1,170



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度においては、その他有価証券で非上場株式について減損処理を行っておりません。 

  

次へ 

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額 

(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,788 1,822 33

計 1,788 1,822 33

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

① 非上場株式 16

関連会社株式 1,226

計 1,242



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   ６百万円 

  

前へ   次へ 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   ７百万円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

  

  

  第１回－②新株予約権 第２回新株予約権 

決議年月日 平成14年８月７日 平成15年７月16日

付与対象者の区分及び数 

当社取締役(４名)
当社子会社取締役(７名) 
当社執行役員(８名) 
当社従業員(16名) 

当社執行役員(４名)
当社従業員(759名) 

ストック・オプション数 
(注)１ 

普通株式 255,000株 普通株式 438,500株 

付与日 平成14年８月７日 平成15年７月16日

権利確定条件 

権利行使時においても、当社ならび
に当社子会社の取締役、当社執行役員
および従業員であることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由のある場合はこの限
りではない。 
 その他の条件については、当社と割
当対象者との間で締結する「第１回－
②新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。 

権利行使時においても、当社取締役
および執行役員ならびに従業員である
ことを要する。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。 
  
 その他の条件については、当社と割
当対象者との間で締結する「第２回新
株予約権割当契約書」に定めるところ
による。 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません

権利行使期間 
平成16年７月１日から
平成19年６月30日まで 

平成17年７月１日から 
平成19年６月30日まで 

  第３回新株予約権 第４回新株予約権 

決議年月日 平成16年６月18日 平成17年６月17日

付与対象者の区分及び数 

当社取締役(３名)
当社子会社取締役(６名) 
当社執行役員(７名) 
当社従業員(155名) 

当社取締役(３名)
当社子会社取締役(12名) 
当社執行役員(５名) 
当社従業員(755名) 

ストック・オプション数 
(注)１ 

普通株式 574,000株 普通株式 1,412,700株 

付与日 平成16年６月18日 平成17年６月17日

権利確定条件 

権利行使時においても、当社ならび
に当社子会社の取締役、当社執行役員
および従業員であることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由のある場合はこの限
りではない。 
 その他の条件については、当社と割
当対象者との間で締結する「第３回新
株予約権割当契約書」に定めるところ
による。 

権利行使時においても、当社ならび
に当社子会社の取締役、当社執行役員
および従業員であることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由のある場合はこの限
りではない。 
 その他の条件については、当社と割
当対象者との間で締結する「第４回新
株予約権割当契約書」に定めるところ
による。 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません

権利行使期間 
平成19年７月１日から
平成21年６月30日まで 

平成20年７月１日から 
平成23年６月30日まで 



  

(注) １ 株式数に換算して記載しています。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算しております。 

① ストック・オプションの数 

  

  

  第５回新株予約権

決議年月日 平成18年９月27日

付与対象者の区分及び数 
当社従業員(14名)
当社子会社取締役(３名) 
当社子会社従業員(79名) 

ストック・オプション数 
(注)１ 

普通株式 89,400株

付与日 平成18年10月６日

権利確定条件 

権利行使時においても、当社ならび
に当社子会社の取締役、執行役員およ
び従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職そ
の他正当な理由のある場合はこの限り
ではない。 
 その他の条件については、当社と割
当対象者との間で締結する「第５回新
株予約権割当契約書」に定めるところ
による。 

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 
平成20年７月１日から
平成23年６月30日まで 

  第１回－②新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

決議年月日 平成14年８月７日 平成15年７月16日 平成16年６月18日 

権利確定前(株)  

 期首 ― ― 523,000

 付与 ― ― ―

 失効 ― ― ―

 権利確定 ― ― ―

 未確定残 ― ― 523,000

権利確定後(株)  

 期首 15,000 59,000 ―

 権利確定 ― ― ―

 権利行使 10,000 18,000 ―

 失効 ― ― ―

 未行使残 5,000 41,000 ―



  

  

② 単価情報 

  

  

  

３ 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

(1) 使用した算定技法 

ブラック・ショールズ式 

  

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法 

① 株価変動性    24.33％ 

平成15年７月～平成18年９月の株価実績に基づき算定しております。 

② 予想残存期間 ３年３ヶ月 

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるも

のと推定して見積もっております。 

③ 無リスク利子率   1.0％ 

予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

  

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。 

前へ     

  第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 平成17年６月17日 平成18年９月27日

権利確定前(株) 

 期首 1,385,100 ―

 付与 ― 89,400

 失効 7,700 600

 権利確定 ― ―

 未確定残 1,377,400 88,800

権利確定後(株) 

 期首 ― ―

 権利確定 ― ―

 権利行使 ― ―

 失効 ― ―

 未行使残 ― ―

  第１回－②新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

権利行使価格(円) 597 600 1,034

行使時平均株価(円) 2,095 1,920 ―

付与日における 
公正な評価単価(円) 

― ― ―

  第４回新株予約権 第５回新株予約権

権利行使価格(円) 1,358 1,979

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における 
公正な評価単価(円) 

― 281



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)、及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

当社グループは、制御機器関連製品及び商品の製造、販売を主たる事業として行っております。従たる事業とし

て、マーキングシステムの製造、販売等を行っておりますが、小規模な事業であり、全セグメントの売上高の合計

及び営業損益の合計額に占める各割合がいずれも、10％未満でありますので、事業の種類別セグメントの記載は省

略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 ① 北米……米国、カナダ 

 ② 欧州……ドイツ、イギリス 

 ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール 

  

  
日本

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州

(百万円) 

アジア・パ
シフィック
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

   売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

11,541 2,668 505 1,884 16,599 ― 16,599

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,138 57 1 1,585 3,782 (3,782) ―

計 13,680 2,725 506 3,469 20,381 (3,782) 16,599

   営業費用 12,303 2,470 451 3,072 18,298 (3,794) 14,504

   営業利益 1,377 254 54 396 2,083 11 2,094



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法 

    地理的近接度によっております。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

   ① 北米……米国、カナダ 

   ② 欧州……ドイツ、イギリス 

   ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール 

２ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法」に記載のとお

り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、日本の営業費用が４

百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 ① 北米……米国、カナダ 

 ② 欧州……ドイツ、イギリス 

 ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール 

  
日本

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州

(百万円) 

アジア・パ
シフィック
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

   売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

11,177 2,685 564 2,682 17,110 ― 17,110

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,272 69 0 1,452 3,795 (3,795) ―

計 13,450 2,754 565 4,134 20,905 (3,795) 17,110

   営業費用 12,133 2,495 504 3,660 18,793 (3,821) 14,972

   営業利益 1,317 259 61 474 2,111 25 2,137

  
日本

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州

(百万円) 

アジア・パ
シフィック
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

   売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

23,300 5,349 1,043 3,891 33,584 ― 33,584

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,074 120 1 2,897 7,095 (7,095) ―

計 27,375 5,470 1,045 6,789 40,679 (7,095) 33,584

   営業費用 24,501 4,987 939 6,128 36,557 (7,331) 29,225

   営業利益 2,873 482 105 660 4,122 236 4,359



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 ① 北米……米国、カナダ 

 ② 欧州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等 

 ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等 

 ④ その他の地域……中南米等 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 ① 北米……米国、カナダ 

 ② 欧州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等 

 ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等 

 ④ その他の地域……中南米等 

  

  北米 欧州
アジア・

パシフィック 
その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,644 1,218 1,917 45 5,824

Ⅱ 連結売上高(百万円)     16,599

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

15.9 7.3 11.6 0.3 35.1

  北米 欧州
アジア・

パシフィック 
その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,669 1,426 2,252 34 6,383

Ⅱ 連結売上高(百万円)     17,110

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

15.6 8.3 13.2 0.2 37.3



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 ① 北米……米国、カナダ 

 ② 欧州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等 

 ③ アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等 

 ④ その他の地域……中南米等 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  北米 欧州
アジア・

パシフィック 
その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,315 2,628 3,740 79 11,764

Ⅱ 連結売上高(百万円)     33,584

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

15.8 7.8 11.2 0.2 35.0



(１株当たり情報) 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 928円78銭 １株当たり純資産額 921円96銭 １株当たり純資産額 943円04銭

１株当たり中間純利益 31円75銭 １株当たり中間純利益 37円88銭 １株当たり当期純利益 81円24銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

31円06銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

37円26銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

79円54銭

項目 
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

中間連結貸借対照表の 
純資産の部の合計額 
(百万円) 

30,065 29,537 30,457

普通株式に係る 
純資産額(百万円) 

29,898 29,318 30,271

差額の主な内訳 
(百万円) 

 

 新株予約権 ― 14 7

 少数株主持分 166 204 179

普通株式の 
発行済株式数(株) 

38,224,485 38,224,485 38,224,485

普通株式の 
自己株式数(株) 

6,033,134 6,424,473 6,124,503

１株当たり純資産額の 
算定に用いられた 
普通株式の数(株) 

32,191,351 31,800,012 32,099,982

科目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益 

31円75銭 37円88銭 81円24銭

中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,025 1,212 2,616

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,025 1,212 2,616

普通株主に帰属 
しない金額(百万円) 

― ― ―

普通株式の期中平均 
株式数(株) 

32,301,288 32,011,931 32,207,904

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益 

31円06銭 37円26銭 79円54銭

中間(当期)純利益 
調整額(百万円) 

― ― ―

普通株式増加数(株) 716,979 535,487 687,164

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概

要 

――― 勤務を条件とするスト

ックオプション１種類 

(普通株式87,200株) 

勤務を条件とするスト

ックオプション１種類 

(普通株式88,800株) 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金    4,783 3,124   3,506 

受取手形 ※３  803 741   629 

売掛金    5,770 5,914   5,996 

たな卸資産    4,173 3,876   3,949 

その他    1,593 1,545   1,585 

貸倒引当金    △10 △10   △10 

流動資産合計    17,115 52.5 15,192 48.1   15,656 48.6

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※１        

建物    2,793 2,600   2,691 

機械及び装置    718 739   787 

土地    4,099 4,099   4,099 

その他    837 1,209   891 

有形固定資産 
合計    8,448 25.9 8,648 27.4   8,469 26.3

無形固定資産    122 0.4 191 0.6   156 0.5

投資その他の資産          

投資有価証券    4,203 4,708   5,198 

繰延税金資産    983 1,173   1,019 

その他    2,146 2,289   2,138 

投資損失引当金    ― △80   ― 

貸倒引当金    △434 △545   △430 

投資その他の 
資産合計    6,899 21.2 7,545 23.9   7,926 24.6

固定資産合計    15,470 47.5 16,385 51.9   16,552 51.4

資産合計    32,586 100.0 31,578 100.0   32,209 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形    442 258   370 

買掛金    3,030 2,848   2,772 

短期借入金    ― 1,100   ― 

未払法人税等    234 411   380 

預り金    1,372 1,399   1,381 

その他 ※４  1,744 1,538   1,781 

流動負債合計    6,825 21.0 7,556 24.0   6,686 20.7

Ⅱ 固定負債          

長期未払金    215 ―   210 

退職給付引当金    1,254 1,107   1,167 

役員退職慰労引当金    ― 71   ― 

固定負債合計    1,469 4.5 1,179 3.7   1,377 4.3

負債合計    8,294 25.5 8,735 27.7   8,063 25.0

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

資本金    10,056 30.9 10,056 31.9   10,056 31.2

資本剰余金          

資本準備金   9,613   9,613 9,613   

その他資本剰余金   9   71 8   

資本剰余金合計    9,623 29.5 9,685 30.7   9,622 29.9

利益剰余金          

利益準備金   1,012   1,012 1,012   

その他利益剰余金          

退職給与積立金   1,031   1,031 1,031   

別途積立金   4,650   4,650 4,650   

繰越利益剰余金   2,195   2,129 2,328   

利益剰余金合計    8,889 27.3 8,823 27.9   9,023 28.0

自己株式    △4,415 △13.6 △5,455 △17.3   △4,584 △14.2

株主資本合計    24,153 74.1 23,110 73.2   24,118 74.9

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券 
評価差額金    137 △282   20 

評価・換算差額等 
合計    137 0.4 △282 △0.9   20 0.1

Ⅲ 新株予約権    ― ― 14 0.0   7 0.0

純資産合計    24,291 74.5 22,842 72.3   24,145 75.0

負債及び純資産合計    32,586 100.0 31,578 100.0   32,209 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    12,954 100.0 12,744 100.0   25,769 100.0

Ⅱ 売上原価    7,212 55.7 6,923 54.3   14,374 55.8

売上総利益    5,742 44.3 5,821 45.7   11,395 44.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,408 34.0 4,495 35.3   8,623 33.5

営業利益    1,333 10.3 1,325 10.4   2,771 10.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  323 2.5 238 1.9   533 2.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  76 0.6 90 0.7   150 0.6

経常利益    1,581 12.2 1,473 11.6   3,155 12.2

Ⅵ 特別利益 ※３  304 2.4 10 0.0   522 2.0

Ⅶ 特別損失 ※４  913 7.1 244 1.9   951 3.7

税引前中間(当期) 
純利益    972 7.5 1,239 9.7   2,727 10.5

法人税、住民税 
及び事業税    216 1.7 403 3.2   821 3.2

法人税等調整額    167 1.3 71 0.5   217 0.8

中間(当期)純利益    587 4.5 763 6.0   1,687 6.5

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,056 9,613 11 9,625

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当    

 中間純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分   △1 △1

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)    

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)   △1 △1

平成18年９月30日残高(百万円) 10,056 9,613 9 9,623

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 退職給与 
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,423 9,117 △3,496 25,302

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当   △815 △815   △815

 中間純利益   587 587   587

 自己株式の取得   ― △935 △935

 自己株式の処分   ― 16 14

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)   ―   ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △228 △228 △918 △1,148

平成18年９月30日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,195 8,889 △4,415 24,153

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 310 310 25,612

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 ― △815

 中間純利益 ― 587

 自己株式の取得 ― △935

 自己株式の処分 ― 14

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △172 △172 △172

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △172 △172 △1,321

平成18年９月30日残高(百万円) 137 137 24,291



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,056 9,613 8 9,622 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       ― 

 中間純利益       ― 

 自己株式の取得       ― 

 自己株式の処分     63 63 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)       ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 63 63 

平成19年９月30日残高(百万円) 10,056 9,613 71 9,685 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 退職給与 
積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,328 9,023 △4,584 24,118 

中間会計期間中の変動額               

 剰余金の配当       △963 △963   △963 

 中間純利益       763 763   763 

 自己株式の取得         ― △1,104 △1,104 

 自己株式の処分         ― 233 296 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)         ―   ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △199 △199 △871 △1,007 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,129 8,823 △5,455 23,110 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 20 20 7 24,145 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当   ―   △963 

 中間純利益   ―   763 

 自己株式の取得   ―   △1,104 

 自己株式の処分   ―   296 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △302 △302 6 △295 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △302 △302 6 △1,303 

平成19年９月30日残高(百万円) △282 △282 14 22,842 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,056 9,613 11 9,625 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当(注)       ― 

 剰余金の配当         

 当期純利益       ― 

 自己株式の取得       ― 

 自己株式の処分     △2 △2 

株主資本以外の項目の事業年度中 
の変動額(純額)       ― 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △2 △2 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,056 9,613 8 9,622 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 退職給与 
積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,423 9,117 △3,496 25,302 

事業年度中の変動額               

 剰余金の配当(注)       △815 △815   △815 

 剰余金の配当       △965 △965   △965 

 当期純利益       1,687 1,687   1,687 

 自己株式の取得         ― △1,106 △1,106 

 自己株式の処分         ― 19 16 

株主資本以外の項目の事業年度中 
の変動額(純額)         ―   ― 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― △94 △94 △1,087 △1,184 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,012 1,031 4,650 2,328 9,023 △4,584 24,118 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 310 310 ― 25,612 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当(注)   ―   △815 

 剰余金の配当       △965 

 当期純利益   ―   1,687 

 自己株式の取得   ―   △1,106 

 自己株式の処分   ―   16 

株主資本以外の項目の事業年度中 
の変動額(純額) △290 △290 7 △282 

事業年度中の変動額合計(百万円) △290 △290 7 △1,466 

平成19年３月31日残高(百万円) 20 20 7 24,145 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

 (1) たな卸資産 商品、製品、原材料、仕掛

品 

 総平均法による低価法 

商品、製品、原材料、仕掛

品 

 総平均法による低価法 

商品、製品、原材料、仕掛

品 

 総平均法による低価法 

  貯蔵品 

 終仕入原価法 

貯蔵品 

 終仕入原価法 

貯蔵品 

 終仕入原価法 

 (2) 有価証券 子会社株式及び関連会社株

式 

   …移動平均法による

原価法 

子会社株式及び関連会社株

式 

   …移動平均法による

原価法 

子会社株式及び関連会社株

式 

   …移動平均法による

原価法 

  その他有価証券 

 時価のある有価証券 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

 時価のある有価証券 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

 時価のある有価証券 

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算出) 

   時価のない有価証券 

   …移動平均法による

原価法 

 時価のない有価証券 

   …移動平均法による

原価法 

 時価のない有価証券 

   …移動平均法による

原価法 

 (3) デリバティブ 時価法 時価法 時価法 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

 (1) 有形固定資産 定率法を採用しておりま

す。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ８年～38年

機械及び装置 11～17年

その他 ２年～15年

定率法を採用しておりま

す。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ８年～38年

機械及び装置 11～17年

その他 ２年～15年

定率法を採用しておりま

す。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物 ８年～38年

機械及び装置 11～17年

その他 ２年～15年

    (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更してお

ります。これにより、従来

の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益、

及び税引前中間純利益がそ

れぞれ４百万円減少してお

ります。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 
法人税法の改正に伴い、平
成19年３月31日以前に取得
した資産については、改正
前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した事
業年度の翌事業年度より、
取得価額の５％相当額と備
忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償
却費に含めて計上しており
ます。これにより、従来の
方法によった場合に比べ、
営業利益が35百万円、経常
利益及び税引前中間純利益
が37百万円それぞれ減少し
ております。 

  

 (2) 無形固定資産 定額法を採用しておりま
す。 
なお、ソフトウェア(自社
利用)については、社内に
おける利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用して
おります。 

定額法を採用しておりま
す。 
なお、ソフトウェア(自社
利用)については、社内に
おける利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用して
おります。 

定額法を採用しておりま
す。 
なお、ソフトウェア(自社
利用)については、社内に
おける利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用して
おります。 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

  (2)   ――― (2) 投資損失引当金 
 関係会社への投資に対す
る損失に備えるため、関
係会社の財政状態及び経
営成績を勘案して計上し
ております。 

(2)   ――― 

  (3) 退職給付引当金 
 従業員の退職金の支払い
に備えるため、当事業年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期
間末において発生してい
ると認められる額を計上
しております。 

 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存
勤務期間(12～13年)によ
る定額法により費用処理
しております。 

 数理計算上の差異は、そ
の発生時の従業員の平均
残存勤務期間(12～15年)
による定額法により翌事
業年度から費用処理する
こととしております。 

(3) 退職給付引当金 
 従業員の退職金の支払い
に備えるため、当事業年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期
間末において発生してい
ると認められる額を計上
しております。 

 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存
勤務期間(12～13年)によ
る定額法により費用処理
しております。 

 数理計算上の差異は、そ
の発生時の従業員の平均
残存勤務期間(12～15年)
による定額法により翌事
業年度から費用処理する
こととしております。 

(3) 退職給付引当金 
 従業員の退職金の支払い
に備えるため、当事業年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき計上しておりま
す。 

 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存
勤務期間(12～13年)によ
る定額法により費用処理
しております。 

 数理計算上の差異は、そ
の発生時の従業員の平均
残存勤務期間(12～15年)
による定額法により翌事
業年度から費用処理する
こととしております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4)    ――― (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく中間

期末要支給額を計上して

おります。 

(4)    ――― 

    (会計方針の変更) 

役員退職慰労金は、従来、

支出時の費用として処理し

ておりましたが、役員退職

慰労金の引当金計上が会計

慣行として定着しつつある

こと及び、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに

役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」(日

本公認会計士協会 平成19

年４月13日 監査・保証実

務委員会報告第42号)が当

中間会計期間より適用され

ることになったことに伴

い、役員退職慰労金規程に

基づく中間会計期間末要支

給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更

しております。これによ

り、従来の方法によった場

合と比べ、税引前中間純利

益が71百万円減少しており

ます。 

  

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

      

   消費税等の会計

処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 



会計処理の変更 

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準等 

当中間会計期間から、「貸

借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は24,291百

万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則

の改正により、当中間会計

期間における中間財務諸表

の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規

則により作成しておりま

す。 

――― 当事業年度から、「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は24,138百

万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改

正により、当事業年度にお

ける財務諸表の純資産の部

については、改正後の財務

諸表等規則により作成して

おります。 

ストック・オプション

等に関する会計基準等 

当中間会計期間から、「ス

トック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８

号)及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基

準委員会 終改正平成18

年５月31日 企業会計基準

適用指針第11号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影

響はありません。 

――― 当事業年度から、「ストッ

ク・オプション等に関する

会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号)及び

「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会

終改正平成18年５月31日

企業会計基準適用指針第11

号)を適用しております。 

これにより、株式報酬費用

７百万円が販売費及び一般

管理費として計上され、営

業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が７百

万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

19,783百万円 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

19,996百万円 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額 

19,797百万円 

 ２ 保証債務 

    銀行借入金等に対する債務

保証 

保証相手先 保証額 

ＩＤＥＣパワーデバ
イス㈱ 

50百万円

IDEC CORPORATION 98百万円

愛徳克電気貿易(上
海)有限公司 

67百万円

IDEC DATALOGIC㈱ 55百万円

計 270百万円

 ２ 保証債務 

    銀行借入金等に対する債務

保証 

保証相手先 保証額 

IDEC CORPORATION 98百万円

愛徳克電気貿易(上
海)有限公司 

15百万円

IDEC DATALOGIC㈱ 55百万円

計 168百万円

 ２ 保証債務 

    銀行借入金等に対する債務

保証 

保証相手先 保証額 

IDEC CORPORATION 99百万円

愛徳克電気貿易(上
海)有限公司 

30百万円

IDEC DATALOGIC㈱ 55百万円

計 184百万円

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理は、手形交換日をも

って決済処理をしておりま

す。なお、当中間会計期間末

日が金融機関休業日であった

ため、次の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末

残高に含まれております。 

    受取手形 49百万円

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理は、手形交換日をも

って決済処理をしておりま

す。なお、当中間会計期間末

日が金融機関休業日であった

ため、次の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末

残高に含まれております。 

    受取手形 38百万円

※３ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日

満期手形が、期末残高に含ま

れております。 

    受取手形 40百万円

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債のその他に含めて表示し

ております。 

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債のその他に含めて表示し

ております。 

――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

受取配当金 100百万円

受取手数料 46百万円

受取賃貸料 45百万円

為替差益 87百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 26百万円

受取配当金 111百万円

受取手数料 49百万円

受取賃貸料 33百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 28百万円

受取配当金 103百万円

受取手数料 84百万円

受取賃貸料 86百万円

為替差益 165百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 25百万円

たな卸資産 
評価損 

32百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27百万円

為替差損 15百万円

たな卸資産
評価損 

37百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 51百万円

たな卸資産 
評価損 

67百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

184百万円

保険差益 120百万円

※３ 特別利益の主要項目 

保険差益 10百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

402百万円

保険差益 120百万円

※４ 特別損失の主要項目 

役員退職慰労金 878百万円

貸倒引当金 
繰入額 

20百万円

固定資産廃棄損 8百万円

会員権評価損 5百万円

※４ 特別損失の主要項目 

過年度役員退
職慰労引当金 
繰入額 

71百万円

貸倒引当金
繰入額 

90百万円

投資損失引当金
繰入額 

80百万円

固定資産廃棄損 2百万円

※４ 特別損失の主要項目 

役員退職慰労金 878百万円

固定資産廃棄損 35百万円

会員権評価損 6百万円

貸倒引当金 
繰入額 

30百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 219百万円

無形固定資産 8百万円

計 228百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 289百万円

無形固定資産 20百万円

計 310百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 477百万円

無形固定資産 23百万円

計 500百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   自己株式の取得 464千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使 24千株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   自己株式の取得 600千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使 302千株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   自己株式の取得 560千株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使 28千株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 5,586 465 24 6,027 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 6,119 600 302 6,417 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 5,586 560 28 6,119 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品 314 141 172

合計 314 141 172

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品 389 212 176

合計 389 212 176

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

工具器具
及び備品 276 107 169 

合計 276 107 169 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 72百万円

１年超 100百万円

計 172百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 69百万円

１年超 106百万円

計 176百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 72百万円

１年超 96百万円

計 169百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 44百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 77百万円

減価償却費相当額 77百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

２ オペレーティング・リース取引

に係る注記 

２ オペレーティング・リース取引

に係る注記 

２ オペレーティング・リース取引

に係る注記 

   未経過リース料 

１年以内 344百万円

１年超 1,713百万円

計 2,057百万円

   未経過リース料 

１年以内 345百万円

１年超 1,375百万円

計 1,720百万円

   未経過リース料 

１年以内 344百万円

１年超 1,541百万円

計 1,885百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

(注) 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

(注) 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

(注) 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の記載は省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前へ     

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

関連会社株式 1,204 855 △348

計 1,204 855 △348

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

関連会社株式 1,216 717 △498

計 1,216 717 △498

区分 
貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

関連会社株式 1,215 946 △269

計 1,215 946 △269



(2) 【その他】 

第61期中間配当の実施について、平成19年10月25日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。 

(注)平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 

  

中間配当の総額 954百万円

１株当たり中間配当金 30円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年11月30日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第60期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

  平成19年６月11日 

関東財務局長に提出。 

            
(2) 
  

自己株券買付 

状況報告書 

      平成19年４月17日 

平成19年５月11日 

平成19年６月５日 

平成19年７月10日 

平成19年８月９日 

平成19年９月10日 

平成19年10月９日 

平成19年11月７日 

平成19年12月６日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

ＩＤＥＣ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＩＤＥ

Ｃ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹  内     毅  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  姫  岩  康  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

ＩＤＥＣ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＩＤＥＣ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹  内     毅  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  姫  岩  康  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

ＩＤＥＣ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＩＤＥ

Ｃ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＩＤＥＣ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹  内     毅  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  姫  岩  康  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月17日

ＩＤＥＣ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＩＤＥＣ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＩＤＥＣ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  竹  内     毅  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  姫  岩  康  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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